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別紙 

ごみ減量化・資源化施策の提言書 

 

 

１ 霧島市ごみ減量化・資源化基本方針の見直し 

 

現行の「霧島市ごみ減量化・資源化基本方針（平成 29 年５月策定）」は、策定から９

年が経過し、目標値の達成・未達成が混在する状況である。社会情勢の変化や実態との

乖離を踏まえ、早急に見直しを行う必要がある。 

なお、次期基本方針の素案を別添のとおり整理したため、今後の検討資料として活用

されたい。 

 

 

２ 危険ごみ（充電式電池、小型家電、カセットボンベ・スプレー缶、ライター）の分別

見直し 

 

近年、リチウムイオン電池等の発火性電子部品を含む製品が「可燃ごみ」や「不燃ご

み」に誤って混入し、ごみ収集車や処理施設で重大な火災事故を引き起こす事例が全国

的に多発している。 

収集作業員の安全確保やごみ処理インフラの機能停止を防ぐための安全対策を講じる

ことが急務となっている。 

環境省が示す「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する方針」（令和７年

４月 15 日付環循適発第 2504151 号）において、これらを他のごみと完全に区分して回収

する体制の構築が強く求められていることを踏まえ、速やかに見直すよう提言する。 

 

・ごみ収集所において他のごみと分けて定期回収する区分を新設するとともに、公共施

設への回収ボックス増設やＪＢＲＣ等登録事業者・家電量販店との連携による店頭回

収を強化すること。 

 

・全国の事例を参考に、安全性の確保や市民の負担軽減、処理コスト等を考慮し、本市

にとって最適な運用スキームを決定すること。 

 

・早急な対応が必要なことから、令和９年４月からの本格実施を目指すこと。 

 

 

３ ごみ処理手数料（指定ごみ袋の販売価格）の見直し 

 

本市では、市民に指定ごみ袋を購入していただくことで、ごみ処理手数料を負担して

いただいている。 

近年の物価高騰や人件費の上昇に伴い、ごみ処理に要する経費が著しく増大している
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が、平成 20 年以降、指定ごみ袋の価格が据え置かれている。受益者負担の適正化の観点

から、適正な経費負担を求める必要が生じている。 

環境省の「一般廃棄物処理有料化の手引き」（令和４年３月改訂）には、排出量に応じ

た適正な料金設定は市民の行動変容を促し、ごみの減量及び資源循環を推進するための

極めて有効な手段として位置付けられている。 

これらを踏まえ、将来にわたる持続可能なごみ処理体制の確保と、ごみ減量・資源化

の更なる推進を図るため、以下の案を基本とした価格改定を検討されたい。 

なお、下表の改定案は、これまでの人件費や物価の高騰、近隣自治体の水準及び市民

負担への影響を総合的に考慮したものである。 

 

 
可燃 不燃 資源 

大 中 小 大(中) 小 大 小 

案１ 270 円 230 円 170 円 330 円 220 円 190 円 170 円 

案２ 280 円 240 円 170 円 350 円 230 円 190 円 170 円 

案３ 300 円 260 円 190 円 370 円 240 円 200 円 180 円 

現行 210 円 180 円 130 円 260 円 170 円 170 円 150 円 

※案１：隣接市で人口規模が本市と同程度の姶良市の価格を参考とした案 

※案２、案３：案１をベースにこれまでの人件費や物価の高騰を考慮した案 

 

 

４ 不燃ごみの分別見直しと資源化の推進 

 

現在、「不燃ごみ」として収集しているものの中には、資源化が可能な「金属類」や「陶

器・ガラス類」が多く混入している。国は「循環型社会形成推進基本法」（平成 12 年法

律第 110 号）などの法令に基づき、これらを含む廃棄物の発生抑制や資源化を推進して

いる。 

このような国の動きも踏まえ、本市においても更なる資源化を推進するため、分別区

分及び回収体制の見直しを提言する。 

 

・鍋やフライパンなどの「金属類」は、「不燃ごみ」から分離し資源物として回収するこ

と。また、「陶器・ガラス類」についても資源化ルートを検討すること。 

 

・全国の事例を参考に、市民の負担と処理コストのバランスを考慮し、本市にとって最

適な方法を検討すること。 

 

 

５ 資源物の分別見直しと資源化・地球温暖化対策の推進 

「プラスチック資源循環促進法」（令和３年法律第 60 号）の施行に伴い、全国の自治

体で「容器包装プラスチック」と「製品プラスチック（ハンガー、洗面器等）」を統合し
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て回収する動きが加速している。 

製品プラスチックの資源化は、有限な石油資源の節約や廃棄物の減量に繋がるだけで

なく、温室効果ガス（CO₂）排出削減にも貢献する。 

こうした背景と効果を踏まえ、本市においても資源化・地球温暖化対策を一層推進す

るため、回収体制の見直しを提言する。 

 

・市民の分別負担を抑えるため、ごみ収集所において「容器包装プラスチック」と「製

品プラスチック」を同じ指定袋で同時に回収する仕組みについて検討すること。 

 

・全国の事例を参考に、市民の負担と処理コストのバランスを考慮し、本市にとって最

適な方法を検討すること。 

 

 

６ 粗大ごみの収集・処理体制の見直し 

 

現在、本市の粗大ごみは、ごみ収集所において無料で収集している。一方、個人が施

設に直接搬入した場合は、10 ㎏当たり 100 円の手数料が必要となる。受益者負担の公平

性の観点から改善が必要である。また、ごみ収集所での収集回数は１～２か月に１回と、

県内でも突出して収集頻度が高い状況となっている。 

全国の自治体において、環境省の「一般廃棄物処理有料化の手引き」（令和４年３月改

訂）が示す「排出者負担の原則」に基づき、既に多くの自治体において、次のような粗

大ごみの有料化が取り組まれている。 

・ごみ収集所での回収を行わず、市民自らが施設に搬入して処理する方法（市民が許可

業者等へ委託する場合を含む） 

・有料のシールやチケット（ごみ処理手数料）を購入後、事前予約により所定の場所（ご

み収集所や自宅など）で収集する方法（排出時は事前購入したシール等を貼付） 

これらを踏まえ、ごみ総量の削減と、持続可能かつ公平な収集体制を確立するため、

粗大ごみの有料化を以下のとおり提言する。 

 

・排出量に応じた負担の公平性を確保する観点から、粗大ごみの排出の有料化を検討す

ること。 

 

・身体的な理由や免許返納などで移動手段を持たない交通制約者への支援措置について

も、併せて検討すること。 

 

・全国の事例を参考に、市民の負担と処理コストのバランスを考慮し、本市にとって最

適な方法を検討すること。 


